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　本市では、年度途中入所の待機児童解消を図るため、子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）における「小規模保育事業」の新規設置・運営主体とな

る事業者を募集します。 

原則として令和８年度中の開園に向け、施設整備を進めていただく必要があ

ります。 

　　　審査の結果、小規模保育事業者に選定されない場合があります。その場合、そ

の時点で既に進めている施設整備に係る費用等は、全額事業者の負担となりま

すので、ご留意ください。 

 

１．募集の概要 

　（１）種別 

　　　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第１０項に規定する

小規模保育事業Ａ型 

　（２）保育日 

　　　月曜日から土曜日（国民の祝日及び休日、１２月２９日から１月３日を除

く） 

　（３）開所時間 

　　　午前７時３０分から午後６時３０分の間の開所を必須とする。 

　　　※ただし、提案により１１時間以上の開所とすることは可能とする。 

　（４）利用乳幼児及び定員 

　　　０歳から２歳児までの児童とし、定員は１２人から１９人とする。 

　（５）開設時期 

　　　令和８年４月から９月の間に開始（※年度途中入所からの事業開始） 

　（６）実施場所 

　　　　知立市内で、事業者が所有又は賃借する建物 

 

２．応募の資格 

　（１）応募資格 

　　　次の各号のいずれも満たす法人格を有する法人であること。 

　　①公募の開始時点において、現に次のいずれかを設置・運営していること。 

　　　ア　認可保育所、認定こども園、幼稚園 

　　　イ　地域型保育事業（小規模保育事業、事業所内保育事業、家庭的保育事

業に限る） 

　　　ウ　地方自治体に届出義務（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

５９条の２）があり、届出をしている認可外保育施設 

　　②事業を実施するために必要な経済的基礎があること。財務内容が適正で
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あること。（債務超過や直近３か年の連続した損失計上、公租公課の滞納

等、経営状況に係る懸念事項がないこと。）及び自己資金として年間事業

費の 12 分の 1以上を、普通預金、当座預金等として保有していること。 

　　③家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省

令第６１号）及び知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２６年条例第２９号）その他関係法令、本要項等に従

った運営ができること。 

　　④小規模保育事業を実施する施設の確保が確実に見込まれること。土地の

取得または賃貸を予定している場合は、応募時に、取得または賃貸が確実

に見込まれる根拠として契約書や確約書等の写しを提出すること。 

⑤事業者が現に運営している施設について、過去２年に実施された諸官公　

庁等による直近の監査・実地指導等において、重大な文書指摘を受けてい

ないこと。ただし、文書指摘を受けていた場合であっても、適正な改善報

告がなされている場合は、指摘を受けていない場合と同様の扱いとする。 

　　⑥社会福祉法、児童福祉法、子ども・子育て支援法等を熟知し、保育事業に

熱意と理解を持ち小規模保育事業の運営を適切に行う能力を有すること。 

　（２）応募者の制限 

　　　次に該当する団体は、応募者となることができない。 

　　①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当する場合 

　　②知立市指名審査等事務取扱要綱に基づく指名停止期間中の場合 

　　③本市又は他の地方公共団体から、地方自治法第２４４条の２第１１項の

規定により指定の取り消しを受け、その取り消しの日から２年を経過し

ていない場合 

　　④会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）の規定による更生手続又は再生手続中の場合 

　　⑤事業者またはその代表者が、法人税、所得税、消費税及び地方消費税、都

道府県民税、市町村税を滞納している場合 

　　⑥宗教活動又は政治活動を主たる目的としている団体等の場合 

　　⑦知立市暴力団排除条例（平成 ２４ 年知立市条例第９号）第２条第第１号

及び第２号に該当する場合 

　　⑧子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５２条第２項に該当

する場合 

 

 

 



- 4 - 

３．募集する区分及び箇所数 

　（１）区分 

　　　小規模保育事業Ａ型 

　（２）募集施設数等 

　　　募集施設数は１施設とする。（審査により複数となる場合があります。） 

　　　※募集する地区については、逢妻地区以外の地区とします。 

 

４．施設に関する条件 

本事業を開所する時点において、次の事項を満たすこと。 

　（１）家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省

令第６１号）及び知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成 26 年９月 30 日条例第 29 号）その他関係法令の定めると

ころに従うこと。 

　（２）保育室等の要件の概要については、下記のとおりとする。 

①調理設備及び便所が設けられていること。 

②乳児又は満２歳に満たない幼児の部屋：乳児室又はほふく室は、次による

こと。 

・部屋の面積は、上記の乳幼児１人につき 3.3 ㎡以上であること。 

・保育に必要な用具を備えること。 

③満２歳以上の幼児の部屋等：保育室又は遊戯室及び屋外遊戯場（付近に　

ある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。）は、次によること。 

・部屋の面積は、上記の幼児１人につき 1.98 ㎡以上であること。 

・屋外遊戯場の面積は、上記の幼児１人につき 3.3 ㎡以上であること。 

④保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 

⑤乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室を２階以上に設ける建物は、家庭　　

的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第

６１号）第２８条第７号その他関係法令の定めるところに従うこと。 

　（３）土地・建物について 

　　①小規模保育事業Ａ型の整備にあたり近隣の理解が得られる土地、建物で

あること。 

　　②賃貸借する物件については、物件所有者が小規模保育事業Ａ型の運営に

ついて承諾していること。 

　　③土地又は建物について、貸与を受ける場合は、安定的な事業の継続性の確

保が図られるよう、賃貸料が地域の水準に照らして適正な額以下である

こと。 

　　④建築基準法、児童福祉法、都市計画法及び消防法など、その他関係法令を
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遵守すること、また土地については土壌に問題のないこと。 

　　　（立地適正化計画に基づき、都市機能誘導区域外への設置予定の場合は、

届出が必要となります。必要に応じ都市計画課へお問い合わせください。 

　　　　市街化調整区域に設置予定の場合は、建物所有権等必要になる場合が

あるため、必要に応じ建築課へお問い合わせください。） 

　　⑤既存建物を活用する場合は、建築検査済証の交付が確認できるものであ

ること。 

　　⑥新耐震基準（昭和５６年６月施行）に基づく建物であること（新耐震基準

以前の建物の場合は、耐震診断結果等耐震性を有する証明ができること

又は耐震補強工事を実施済であることの書類の提出が必要）。 

　（４）地域住民等への説明 

　　①応募前に小規模保育事業Ａ型の整備・運営に関して整備予定地において、

実際に保育事業等を実施することで、地域住民に影響があると事業者に

おいて判断される範囲に対しては、整備・運営事業者の責任において説明

し、理解を得ること。 

　　②施設を利用する保護者や地域との信頼関係を築けるようにすること。 

 

５．運営に関する条件 

　「児童福祉法」や「子ども・子育て支援法」、「知立市家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定める条例」、その他、関係する法令及び条例、規程等

の基準を満たすことに加え、次の事項を満たすこと。 

　（１）保育対象は３歳未満児とし、０歳児、１歳児及び２歳児の定員を設ける

こと。 

　（２）保育士、嘱託医及び調理員を配置すること。ただし、給食を連携施設か

ら搬入する場合は、調理員を置かないことができる。 

　（３）同一敷地内で他の事業を複合的に行う場合は、小規模保育施設で乳幼児

の保育に直接従事する職員については、他の施設の職員を兼ねることが

できない。 

　（４）給食については、自園調理を行うこと。ただし、自園調理が困難で家庭

的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第

６１号）の規定に合致する場合は、連携施設等から搬入することができる。

また、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の

提供や、アレルギー、アトピー等への配慮等を行うこと。 

　（５）必要な医薬品、医療品を常備すること。また医療機関との連携を図るこ

と。 

（６）利用児童に対し、入所前健康診断及び、少なくとも１年に２回の定期健
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康診断を実施すること。また、職員への健康診断に当たっては、特に利用

乳幼児の食事を調理する者につき、細心の注意を払うこと。 

（７）利用児童の日々の状況を的確に把握するとともに、保護者との交流を図

り、保護者と保育従事者とで日々の利用状況の様子を適切に伝え合える

体制を整えること。 

（８）保育士等の資質向上のための研修の機会を確保するよう努めること。　

（９）保育料は、市が定めた保育料を事業者で徴収し、運営費に充当すること。 

（10）原則として、市があらかじめ認めた費用以外の費用負担を保護者に求め

ないこと。ただし、日用品、文房具など保育に必要な物品の購入に要する

費用や行事に参加する費用等の徴収を行うものについては、事前に保護

者に説明し、同意を得ること。 

（11）保育内容の支援（集団保育、代替保育等）及び３歳以降の受入れを担う

市内の認可保育所等を連携施設として事業実施までに確保すること。 

（12）消火訓練及び避難訓練を少なくとも１月に１回は実施すること。 

（13）施設賠償責任保険、災害共済給付制度等の保険制度へ加入すること。 

（14）小規模保育事業の会計は、その他の事業の会計と区分すること。 

（15）その他家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生

労働省令第６１号）及び知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準を定める条例（平成２６年条例第２９号）その他関係法令の定める

ところに従うこと。 

 

６．利用乳幼児等 

　（１）利用乳幼児及び定員 

　　　０歳から２歳児までの知立市在住の児童とし、定員は１２人から１９人

とする。　 

　（２）受入れまでの流れ 

　　①利用希望者は、知立市子ども課に申込。 

　　②知立市子ども課において、利用調整の上、利用児童を決定。 

　　③知立市子ども課から事業者に連絡。事業者が保護者・児童と面談。 

　　④利用調整により利用決定された児童の受入れは、原則拒否してはいけな

い。 

　（３）利用者負担額（保育料） 

　　　知立市が世帯の市民税額等に応じて階層別に決定する。利用者負担額は、

保護者が事業者へ直接支払う。（事業者が適切に集金すること。） 

 

 



- 7 - 

７．給付費の支払い 

　小規模保育事業に対しては、地域型保育給付が支給される。地域型保育給付は、

国の定める公定価格から保護者の負担能力に応じて知立市が定めた利用者負担

額を控除した額となり、知立市から支払われる。 

 

８．施設改修に係る補助について 

　施設改修費用に係る補助金については、国の保育対策総合支援事業費補助金

の交付を受けた場合に限り、市の予算の範囲内で交付する。 

補助上限額は、保育対策総合支援事業費補助金の交付決定を受けた場合、当該

補助金に係る補助基準額の４分の３に相当する額とする。 

(1) 施設改修の留意点 

ア 施工業者との契約は、補助金の交付決定後に行うこと。 

イ 施設改修に係る補助を受けた小規模保育事業を廃止した場合、運営した期

間に応じて補助金の返還を求める場合がある。 

(2) 補助金の支払い 

施設改修が完了したときは、完了の日から起算して３０日を経過した日又は

令和８年４月１０日のいずれか早い期日までに、実績を報告すること。補助金は、

補助額を確定し、かつ、請求書を受理した日から起算して１５日以内に支払うも

のとする。 

 

９．応募の方法 

　応募しようとする事業者は、次の書類を提出してください。 

　（１）提出書類 

 番号 提　出　書　類

 ① 知立市小規模保育事業者公募申込書（様式１）

 ② 事業者の概要（様式２）

 ③ 事業者の代表者履歴（様式３）

 
④

直近３年分の決算書等財務状況がわかるもの※原本証明されたも

の

 
⑤

現在運営している施設又は事業に関する資料（任意様式） 

※パンフレット等事業概要がわかるもの

 ⑥ 法人の定款（写し）※原本証明されたもの

 
⑦

法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

※応募申込日前３か月以内に発行されたもの

 ⑧ 小規模保育事業計画書（様式４）

 ⑨ 事業予定地の周辺地図、公図、現況写真（任意様式）
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（２）提出部数 

　　　原本１部（クリップ止め、Ａ４判） 

　　　コピー６部（書類は、Ａ４判　両面印刷　左とじ）※複写可 

　（３）提出期間 

　　　令和７年７月１４日（月）から令和７年７月２５日（金）まで（土・日・

祝日は除く。）の午前９時００分から午後４時００分まで。 

　　※書類は、提出前日までに下記に連絡の上、持参により提出してください。 

　（４）提出先 

　　　知立市福祉子ども部子ども課 

      住　　所　知立市広見三丁目 1番地 

　　　電話番号　０５６６－９５－０１２１ 

　　　メール　　kodomo@city.chiryu.lg.jp 

　（５）留意事項 

　　　受理後の書類の訂正、再提出等は原則として認められません。 

 

１０．審査・選定の方法 

　（１）審査方式 

　　　応募書類及び面接審査（以下、「プレゼンテーション」という）により選

考します。 

　（２）事業者の選定 

 ⑩ ＜新規で取得する場合＞土地登記簿謄本

 ⑪ 建物図面（任意様式）

 ⑫ ＜既存建物を活用する場合＞現況写真（任意様式）

 ⑬ ＜既存建物を活用する場合＞建物登記簿謄本

 ⑭ 整備スケジュール（任意様式）※開設までの日程表

 
⑮

収支予算書（小規模保育事業開始年度） 

※小規模保育事業にかかる部分がわかるもの

 ⑯ 国税・地方税の納税証明書（応募申込日前１か月以内発行のもの）

 ⑰ 社会福祉施設に対する指導監査の指摘事項及び改善報告（過去３年分）

 
⑱

運営している保育園等の諸規定（管理規定、就業規則、会計規定、

給与規程等）

 ⑲ 運営している保育園等の保育内容がわかるもの（保育計画等）

 
⑳

運営している保育園等で保護者向けに発行した保育園だより、給食

だより、給食献立表（直近３か月分）

 ㉑ その他、市が提出を求めた書類
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　　　外部の学識経験者を含む選定委員会による審査結果を基に市長が事業者

を決定します。 

　　　ただし、審査結果により事業者の「該当なし」とする場合があります。 

　（３）選定結果の通知等 

　　　選定結果は、選定後、応募者全員に対して文書でお知らせします。また、

本市子ども課のホームページに決定した事業者名等を公表します。なお、審

査結果の詳細は公表しません。 

　（４）その他 

　　①提出された書類に虚偽や記載の不備があった場合は応募を取り消す場合

があります。 

　　②提出された書類等は、情報公開の対象となり請求により開示する場合が

ありますので、予めご承知ください。 

　　③応募に要する費用は、全て応募事業者の負担とします。また、選定後の事

業計画の中止・延長・選定されなかったことによる損害等も同様とします。 

　　④決定した事業者の応募計画の変更は、原則として認めませんが、サービス

の向上につながるものや施設の実施設計に伴う軽微な変更等やむを得な

いもので、審査の評価に影響を与えないものは、本市と協議のうえ認める

場合があります。 

　　⑤決定した事業者において、本募集要項に記載された事項に虚偽事項、若し

くは重大な違法行為があると認めるとき、又はその他の事情により適切

な保育事業の実施が困難と認めるときは、本選考による決定を取り消す

ことがあります。また、この場合、事業者が既に要した費用の弁済を市へ

求めることはできないものとします。 

　　⑥選定の結果に対する異議の申し立て、質問などは受け付けません。 

　（５）選定後の手続き 

　　　選定を経て決定した事業者については、改めて小規模保育事業の認可申

請等を行っていただきます。ただし、本選定で認可予定事業者となることを

もって、認可を確約するものではありません。 

 

１１．質疑回答 

　応募にあたっての質疑は次のとおりとします。 

　（１）質問の受付 

　　　質問事項を質問書（様式５）に記入し、知立市福祉こども部こども課に令

和７年６月１６日（月）から令和７年６月２７日（金）までに提出してくだ

さい（ＦＡＸ、電子メール可。）。 
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　（２）質問の回答 

　　　質問に対する回答は、令和７年７月７日（月）を目途に知立市ホームペー

ジに掲載します。 

 

１２．スケジュール 

　小規模保育事業者選定に関するスケジュールは、概ね次のとおりです。 

 

１２．留意事項 

　（１）追加資料の提出 

　　　市が必要と認めたときは、追加の資料を求めることがあります。 

　（２）応募に係る費用 

　　　応募書類等の提出その他応募に要する費用については、全て応募者の負

担とします。 

　（３）応募書類の取扱い 

　　　提出された応募書類は、小規模保育事業者の選定に使用し、その他の目的

には使用しません。また、提出された応募書類は返却しませんが、本市にお

いて適切に管理します。 

 

 項目 日程

 
募集の公表 令和７年６月９日（月）ホームページ

 
質問受付期間 令和７年６月１６日（月）～６月２７日（金）

 
質問の回答 令和７年７月７日（月）

 

応募書類の受付期間
令和７年７月１４日（月）～７月２５日（金） 

午前９時００分～午後４時００分

 
審査

令和７年８月６日（水）～７日（木）のいず

れかを予定

 事業者の選定 令和７年９月上旬（予定）

 事業者準備期間 

（施設整備等）
令和７年１０月～

 
事業開始

令和８年４月～９月の間に開始 

（※年度途中入所からの事業開始）
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　（４）応募の辞退 

　　　やむを得ず応募を辞退する場合は、辞退届（様式６）を提出してください。 

　（５）失格 

　　　応募内容に偽りが判明したときは、その団体を失格とする場合がありま

す。 

　（６）本事業は、概ね 10 年間の待機児童対策等を目的として実施するもので

す。事業の目的を達成した後、利用児童が著しく減少した施設について、市

が当該施設の事業者に対し、本事業からの撤退を協議する場合があります。 

 

 

　　【募集に関する問い合わせ先】　知立市福祉子ども部子ども課 

　　〒４７２－８６６６　知立市広見三丁目 1番地 

　　電話　　０５６６－９５－０１２１ 

　　ＦＡＸ　０５６６－８３－９７６５ 

　　メール　kodomo@ciyu.chiryu.lg.jp


